
様式２
	１．これまでの教育改革の取組と今後の方針　【７ページ以内】
　　　　以下の（１），（２）及び（３）を記入してください。

	（１）　大学全体の改革方針における本事業計画の位置付け等　（１ページ以内）
　　　過去の中教審答申，政府方針，建学の精神等を踏まえた，現在（平成30年３月）までの大学全体の教育改革に関する取組状況，現在抱える問題点及びその定量的な分析，それらを踏まえた今後の改革構想を記入してください。その際，その改革構想に占める申請事業計画の位置付けを明確にしてください。

	※３つのポリシーの策定とその位置付け，運用について記入してください。



	（２）　申請の基礎となる教育改革の取組状況　（（３）と併せて６ページ以内）

　　　ⅰ）～ⅵ）の個別の指標（申請要件）について対応状況を記入してください（取組学部等のみの状況ではなく，全学の状況を記載してください。）。また，ⅰ）～ⅴ）の実施状況は，文章のみならず数値を用いて説明を行ってください。

	ⅰ）３つのポリシーの策定
大学において，ディプロマ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシーが策定されていること。また，その内容がホームページ等で公表されているとともに，各学部（学科）等のカリキュラム編成等に反映されていること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降
ディプロマ・ポリシーについては未設定。カリキュラム・ポリシー，アドミッション・ポリシーは●●学部，○○学部で個別に定めているものの全学的な設定はない。
【指標】
・ディプロマ・ポリシー策定状況
０学部/５学部
・　・・・・・・

　平成30年度中に本学の建学の理念である「・・・・」を体現するため，また・・のため，・・・・を踏まえた全学共通の３つのポリシーを設定。これを基に各学部のポリシーを再構築する。
【指標】
・ディプロマ・ポリシー策定状況
　H31 ５/５学部　　H32 ５/５学部
・　・・・・・・・
ⅱ）授業計画（シラバス）の策定
全授業科目において授業計画（シラバス）が作成され，かつその内容として科目の到達目標，授業形態，事前・事後学修の内容，成績評価の方法・基準が示されていること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降

ⅲ）単位の過剰登録の防止
キャップ制の採用など，全学生を対象として単位の過剰登録を防ぐための取組が行われていること（キャップ制を採用している場合は，その上限が適切に設定されていること。）。
※キャップ制を導入している場合は，１年間あるいは１学期間の履修科目登録の上限数を記入してください。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降
ⅳ）FDの実施
学部で教育を行う全専任教員を対象として，教育技術向上や認識共有のためのFDが実施されていること（各年度中に全専任教員の４分の３以上が参加していること）。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降

ⅴ）客観的な成績評価基準の運用
GPA制度などの客観的な評価基準を導入し，個別の学修指導に活用していること。
※基準の概要・運用方法も記載すること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降
ⅵ）設置計画履行状況等調査への対応状況
設置計画履行状況等調査の対象となっている大学において，「是正意見」が付されている場合は，当該意見が付されていない状況となっていること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。「是正意見」が付されていない場合は，対応済欄に「－」を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降



	（３）　「大学入学者選抜実施要項」への対応状況　（（２）と併せて６ページ以内）

　　　「大学入学者選抜実施要項」への対応状況を記入してください（取組学部等のみの状況ではなく，全学の状況を記入してください。）。

	文部科学省が通知する「大学入学者選抜実施要項」に規定する試験期日等や募集人員の適切な設定（推薦入試における募集人員の割合の設定，２以上の入試方法により入学者選抜を実施する場合における入試方法の区分ごとの募集人員等の明記　等）を遵守していること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記入。）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）
【実施状況】
平成29年度まで
平成30年度以降




様式２
	２．達成目標と事業計画の具体的な内容　【７ページ以内】
　　　　以下の（１）及び（２）を記入してください。

	（１）　全体像と達成目標　（２ページ以内）
事業計画の全体像を，大学の改革方針，目標，養成する人材像及び１．の内容を踏まえた上で記入してください（申請事業計画を実施することにより今までの改革がどのように加速されるのか，それにより大学全体にどのような影響があるのかがわかるように記入してください。）。

	申請事業計画の対象となる学部・学科名

平成30年５月１日現在の在籍者数





	（２）　事業計画の具体的な内容　（５ページ以内）
（１）で記入した事業計画の具体的な内容を，これまでの実績からの発展性が明確になるよう，補助期間中の取組予定について記入してください。なお，「公募要領」に記載する必須指標については必ず記入してください（この指標に関する部分のみ，ＭＳ　ゴシックで記入してください。）。

	①　産業界との連携体制の構築に向けた計画

	【補助期間中の取組予定】

　


	②　教育内容の構築に向けた計画

	【補助期間中の取組予定】

　


	③　教員の教育業績評価制度の確立

	【補助期間中の取組予定】

　



	３．事業計画実施体制　【３ページ以内】

	（１）学内の実施体制
事業計画を実施するための学内体制を，事務体制も含めて記入してください（学長のリーダーシップの下，適切な人材配置や予算配分を行うための体制について記入してください。学部等で実施する場合は，今回の事業計画がどのように全学の改革に関わっているのか明らかとなるように記入してください。）。

	　※実施体制図を記入してください。


	（２）ＰＤＣＡ体制
事業計画の進捗状況を把握する仕組みについて，補助期間中及び補助期間終了後の体制を具体的に記入してください。特に，外部の意見を聞く仕組みについては必ず記入してください。

	


	４．事業計画の継続性・発展性　【３ページ以内】
補助期間終了後の取組の継続・発展計画について，具体的に記入してください。

	


	５．事業成果の実現　【１ページ以内】
取組による成果を，どのように我が国の工学教育の発展につなげていくのか計画を記入してください。

	


	６．他の公的資金との重複状況　【２ページ以内】
以下の（１）及び（２）を記入してください。

	（１）過去の大学改革推進等補助金の実施状況，継続状況
　　　今まで大学改革推進等補助金による経費措置を受けていた場合は，それらの名称，内容について全て記入してください。その際，現在の取組状況についても記入してください（１事業について３～４行程度。）。なお，今回の申請につながる取組の場合は，どのように発展・充実させたかわかるように記入してください。

	

	（２）他の公的資金との関係
　　　文部科学省及び他省庁の事業により支援を受けている，又はこれから受ける可能性がある場合は，名称・概要・本申請との関係を記入してください。
特に，文部科学省が行っている大学改革推進等補助金，研究拠点形成費等補助金，国際化拠点整備事業費補助金等，又は独立行政法人日本学術振興会が行っている国際交流事業の補助金等による経費措置を受けている取組がある場合，また，現在申請を予定している取組がある場合は，それらの名称及び取組内容について，１事業につき３～４行程度を目安に記入してください。その中で，今回の申請内容と類似しているものがある場合には，その相違点についても言及してください。

	


	７．複数大学での連携について（共同申請を行う場合）　【１ページ】
「３．事業計画実施体制」と関連させながら，複数大学で連携する必要性・重要性や利点を記入してください。単独申請の場合は「該当なし」と記入してください。

	


全学共通及び各学部において，３つのポリシーが設定されている（する）かを，明確な表現を用い記入してください。





科目の到達目標や授業形態などの各々の内容について，漏れなく明確な表現を用い記入してください。





具体的なエビデンス（数値）を用い，記入してください。


（例：参加教員の実数／全専任教員数）





是正意見が付されている場合は，その内容を記入し，その解消策についても記入してください。





申請事業計画の対象となる学部・学科名と，平成30年５月１日現在の在籍者数を，必ず記入してください。








（大学名：　　　　　　　　　　　）
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